
制度名 貸付限度額 使途 返済期間 申込先利率

2,000万円
別枠 1,000万円

運転
設備

７年以内
１０年以内

経営改善貸付
（金利引下げ）

日 

本 

政 

策 

金 

融 

公 

庫

※経営改善貸付は、無担保・無保証人融資制度です｡(通称：マル経融資）
融資対象者は、下記の要件を全て満たした方のみとなります。
①原則として６ヶ月以上、商工会議所の経営指導を受けている方
②最近１年以上、新潟市秋葉区(新津地域)内で事業を営んでいる方
③常時使用する従業員が商業・飲食業・サービス業では５人以下（宿泊業及び娯
楽業は２０人以下）、製造業・その他業種では２０人以下の法人・個人事業主の方
④所得税、法人税等の納期到来分の税金を完納されている方
（別枠の新型コロナウイルス感染症対策は、上記推薦要件に加えて最近１ヵ月
間の売上高又は過去６ヵ月（最近１ヵ月を含む）の平均売上高が前５年のいず
れかの年の同期と比較して５％以上減少している又はこれと同様の状況にある
方、および債務負担が重くなっている方。※据置期間は運転・設備とも５年以
内となります。）

新
津
商
工
会
議
所

1.35％
別枠：0.85％
（当初３年間） 

日
本
政
策
金
融
公
庫

能　登　半　島　地　震
特 　 別 　 貸 　 付

各融資制度の
限度額に6,000
万円を加えた額

令和６年能登半島地震による被災によって生じた損害を復
旧するために必要な設備資金および運転資金。または災害
に伴う社会的要因等により必要とする設備資金および運転
資金。

１５年以内
２０年以内

運転
設備

①被害証明書等の発行を受け
　た方
【3,000万円まで】
当初3年間：基準利率－0.9％
3年経過後：基準利率－0.5％
【3,000万円超】
基準利率－0.5％
②上記以外の方
各制度に定められた利率



令和６年５月１日現在




























　100事業所（有効回答数95社、回答率95％）

　2024年1～3月期実績 及び 2024年4～6月期の見通し

全業種において、前期から今期にかけて悪化傾向が見られた。特に売上高や採算、資

金繰りなどの指標が多くの業種で悪化しており、景気の停滞や経営上の問題が顕在化し

ている。

建設業では、人手不足や物価高、公共事業単価の低さなどが懸念されており、特に人

手不足の問題が深刻化。一方、製造業や小売業、サービス業でも「需要の停滞」や「人

件費の増加・圧迫」、「原材料費・人件費以外の経費の増加」など、経営上の課題が多岐

にわたっている。

また、価格高騰が企業活動に与える影響については、影響が継続している企業が65％

あり、今後の景気動向に対する不透明感がうかがえる。

ＤＩ値

　

４
月
19
日
に
割
烹
・
仕
出

し
井
浦
に
於
い
て
青
年
部
第

一
回
通
常
総
会
が
開
催
さ
れ

ま
し
た
。

　

令
和
５
年
度
事
業
報
告
・

収
支
決
算
書
案
、
令
和
６
年

度
収
支
予
算
案
が
承
認
さ
れ
、

い
よ
い
よ
令
和
６
年
度
が
本

格
的
に
始
ま
り
ま
し
た
。

　

上
田
会
長
か
ら
は
、「
令
和

６
年
度
は
新
津
の
名
産
品
の

開
発
に
取
り
組
む
と
共
に
、

当
青
年
部
が
行
っ
て
い
る
さ

ま
ざ
ま
な
取
り
組
み
を
沢
山

の
方
々
に
よ
り
知
っ
て
い
た

だ
く
た
め
、
青
年
部
の
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
の
内
容
の
充
実
を

図
っ
て
い
く
」
と
の
所
信
表

明
が
あ
り
ま
し
た
。

　

総
会
最
後
に
は
、
齋
藤
洋

一
直
前
会
長
へ
感
謝
状
と
記

念
品
が
贈
ら
れ
ま
し
た
。

　

そ
の
後
行
わ
れ
た
会
員
交

流
会
で
は
参
加
者
同
士
で
活

発
な
意
見
交
換
が
行
わ
れ
、

そ
れ
ぞ
れ
交
流
を
深
め
ま
し

た
。
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